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協議会だより NO.108（2018.5発 行 )       山口県日本型直接支払推進協議会 

日本型直接支払制度に係る実務担当者研修会が開催されました 
 

各地域では新年度の活動がスタートしておりますが、新年度にあたり毎年実施されている日本

型直接支払制度に係る実務担当者研修会が、山口県農村整備課の主催で、去る 4月 27 日(金) 水

土里ネット山口 にて開催されました。 

当日は延べ 181 名の県、市町の担当者が参加され、新年度の制度の改正概要及び予算、新年度

の事業推進方法等について説明がありました。 

また、多面的機能支払制度については、中国四国農政局農村振興部農地整備課多面的機能支払

推進室から、永木室長をはじめ 4名の担当職員に参加を頂き、制度に関する様々な指導及び情報

提供を頂きました。 

 研修内容の概要は以下のとおりです。  

中山間地域等直接支払制度 

(1)中山間地域等直接支払制度について 

・制度のしくみについて 

(2)平成 30 年度要領改正の概要 

・集落戦略作成期限の延長 

(3)平成 30 年度予算及び事業推進について 

・個別説明会の実施 

・一定規模の取組への拡大、広域化への誘導 

(4)実務上の留意事項について 

(5)中間年評価骨子(案)の概要            開会挨拶 県農村整備課山本調整監 

多面的機能支払制度 

(1)多面的機能支払制度について 

・制度の仕組みについて 

(2)平成 30 年度要綱・要領の主な改正点について 

・小規模集落の支援のための加算措置 

・広域活動組織の設立要件の一部緩和 

・広域活動組織の設立支援のための推進交付金

の拡充について                 

中四農政局 多面推進室永木室長 

(3)平成 30 年度予算及び事業推進について 

・予算割当の方針について 

・広域化や活動組織統合・合併の推進       中四農政局 多面推進室永木室長 

・推進協議会の運営体制を変更し推進の強化 

(4)平成 30 年度の円滑な事業執行に向けて(中国四国農政局多面的機能支払推進室) 

・抽出検査等による指摘事項について 

・平成 31 年度からの制度改正について 
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山口新聞「農地・水・環境 守ろう地域の手で」掲載終了 
 

平成 24 年度に開始した山口新聞コラム「農地・水・環境 守ろう地域の手で」が平成 30 年 4 

月をもって掲載が終了致しました。 

記念すべき第 1回目が平成 24 年 4 月 6 日に掲載された長門市の「河原地域資源保全会」から

始まり、平成 29 年度からは中山間地域等直接支払の集落協定にも本コラムの対象に加わってい

ただき、平成 30 年 4 月 27 日の長門市「上政集落協定」が最終掲載となりました。約 6年間で延

べ 294 組織(協定)の取組について紹介をさせて頂きました。 

長年にわたり掲載の協力を頂いた 株式会社みなと山口合同新聞社 をはじめ、掲載に対して

ご協力を頂きました活動組織(集落協定)の皆様方、関係機関の皆様方に感謝申し上げるところで

あります。 

推進協議会としましても、年々厳しさを増す高齢化等様々な課題を抱えながらも保全活動に取

組む地域の皆様にとって、少しでも励みとなれるような取組を関係機関の皆様と知恵を出しなが

ら継続したいと考えております。 
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